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北海道プライバシーマーク付与適格性審査業務実施規程
　　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人　北海道ＩＴ推進協会

（目的）

第1条 この規程は、一般社団法人北海道ＩＴ推進協会（以下「ＩＴ推進協会」という。）が、実施するプライバシーマーク付与適格性審査業務実施に関する基本的事項を定めたものである。

　　２．ＩＴ推進協会は「北海道プライバシーマーク審査センター」を設置し、北海道地域内におけるプライバシーマークの付与に当たっての、審査及び相談業務を実施する。(但し、医療・保健・福祉分他の事業者を除く)
（審査会）

第２条　ＩＴ推進協会会長は、プライバシーマーク付与適格性審査業務を実施するにあたって、公平性を確保するため、別途定める「北海道プライバシーマーク付与適格性審査会（以下「審査会」という。）を設置する。
　　２．ＩＴ推進協会会長は、北海道プライバシーマーク付与適格性審査会の決定を最大限尊重しなければならない。
　　３．ＩＴ推進協会会長は、審査業務の実施状況について、定期的に委員会に報告しなければならない。
（業務管理者等）
第３条　ＩＴ推進協会会長は、指定業務を効果的に実施するために、役割、責任及び権限を定め、文書化し、かつ要員に周知しなければならない。

　　２．ＩＴ推進協会会長は、プライバシーマーク付与適格性審査業務担当の副会長を定め、プライバシーマーク付与適格性審査業務を執行させる。　

３．ＩＴ推進協会会長は、プライバシーマーク付与適格性審査業務を実施するにあたって、専務理事を業務管理者に指名し、審査会の定めた方針に基づいた業務の実施及び運用にあたらせるものとする。
　　４．業務管理者は、プライバシーマーク付与適格性審査業務実施にあたって、審査センター長を定め、プライバシーマーク付与適格性審査業務を統括させる。

５．プライバシーマーク付与適格性審査業務実施にあたって、その一部の業務を審査センター長に委譲することができる。

６．業務管理者は、プライバシーマーク付与適格性審査業務の実施状況及び改善・見直し業務をＩＴ推進協会会長に報告する。
　
（適格性審査申請及び審査手続き）
第４条　ＩＴ推進協会会長は、プライバシーマーク付与適格性審査業務の実施に関する「プライバシーマーク付与適格性審査申請及び審査手続き」を別途定めるものとする。

　　　　ＩＴ推進協会会長は、「プライバシーマーク付与適格性審査の実施基準」に基づき、付与適格性審査及び付与適格性の認否の決定に関する手順を「北海道プライバシーマーク付与適格性審査業務実施規程」に定め、実施し、かつ、維持しなければならない。

（審査チェックリスト）

第５条　ＩＴ推進協会会長は、プライバシーマーク付与適格性審査業務の実施に関し、主任審査員及び審査員が用いる審査チェックリストを別途定めるものとする。

（審査業務の外部委託）

第６条　ＩＴ推進協会会長は、プライバシーマーク付与適格性審査を実施するにあたって、公平性に反しない限り、審査業務の一部を外部に委託することができる。

審査業務をＩＴ推進協会の職員以外の者に委託する場合、ＩＴ推進協会会長は以下の手順及び選定基準に基づいて、選定を行う。

　　①　業務委託を検討する個人又は法人に対して、別途定める「委託業務に関する調査票」に基づいて評価を行い、プライバシーマーク審査員としての資質及び各種安全管理対策の実施などを総合的に判断し、選定する。

②　審査センター長は、選定した審査委託先について、別途定める「プライバシーマーク付与適格性審査業務委託契約書」を締結する。

（機密情報の適正管理）
第７条　ＩＴ推進協会は、プライバシーマーク付与適格性審査業務に関連して取得した機密情報を、申請者又は付与事業者の同意がない限り第３者に提供してはならない。
　　　また、指定業務を実施するために必要な範囲を超えて利用してはならない。

　　　ただし、次に示すいずれかに該当する場合はこの限りではない。
　　　　①　法令に基づく場合。

　　　　②　ＩＴ推進協会及び審査会が定めた規定に基づく場合。
　　　　③　プライバシーマーク付与適格性審査業務の一部を外部に委託する場合。

　　　　④　申請者が更新申請にあたって指定機関を変更する場合で、審査に関する資料を変更先の指定機関に移管する場合。
　　　　⑤　漏えい等の事故を起こした付与事業者に公表を含む処分を課す場合で、処分に必要な範囲内で公表する場合。
　　２．ＩＴ推進協会は、指定業務の実施に必要な範囲において、秘密情報を、正確、かつ、最新の状態で管理しなければならない。

　　３．ＩＴ推進協会会長は、適格性審査業務に関わるものが、厳正、公正かつ適正に実施するため、「プライバシーマーク付与適格性審査業務に関する服務規程」を別途定めるものとする。
４．協会は、但し書き①に基づき秘密情報を第三者に提供する場合、申請者等に事前に通知しなければならない。ただし、法令により申請者等への通知が制限される場合はこの限りではない。
（適正な取扱いに関する誓約）
第８条　ＩＴ推進協会は、申請者から開示を受けた秘密情報の適正な取扱いについて、申請者に誓約しなければならない。

　　　　ＩＴ推進協会は、｢プライバシーマーク付与適格性審査業務に係る秘密情報の取扱いに関する規約｣を別途定めるものとする。

（安全管理）
第９条　ＩＴ推進協会会長は、プライバシーマーク付与適格性審査業務を厳正かつ適正に実施するため、取得した機密情報の安全管理のため必要な措置を別途定めるものとする。
（教育）

第１０条　ＩＴ推進協会会長は、指定業務の実務又は定期的な研修などを通して、北海道プライバシーマーク審査センターの要員の教育を行うとともに、要員の担当業務の管理・監督を行う。また、ＩＴ推進協会会長は、指定業務の実施に必要な事項を要員に理解させるため、グループウェア、電子メール等によって教育内容を周知する。教育内容は適宜改善する。

（文書管理）

第１１条　ＩＴ推進協会会長は、プライバシーマーク付与適格性審査業務を実施するにあたり、内部及び外部で作成された文書を適切、正確かつ円滑に利用するため、記録も含めた「文書・記録管理規定」を別途定めるものとする。
（苦情相談）
第１２条　ＩＴ推進協会会長は、申請者からの苦情相談に対し、適切かつ迅速に取扱うため「苦情相談処理規定」を別途定めるものとする。
（異議の申出）

第１３条　事業者は、指定機関が事業者に対して決定した措置について、異議を申し出ることができる。ＩＴ推進協会会長は、「プライバシーマーク付与認定に関する異議申出規程」を別途定めるものとする。
（点検、改善及び見直し）

第１４条　ＩＴ推進協会会長は、自らの指定業務が適正に実施されていることを確認するために、定期的に点検し、是正処置及び予防措置を実施する手順を確立し、実施し、かつ、維持するものとする。また、指定業務の適切な実施を維持するために、定期的に指定業務を見直すものとする。

（その他）
第１５条　この規定に定めるほか、プライバシーマーク付与適格性審査業務を実施するにあたって必要な事項は、審査会において決定する。
（附則）　この規定は、平成２０年５月２８日から施行する。
（附則）　この規程の改正は、平成２０年７月１日から施行する。

（附則）　この規程の改正は、平成２２年４月２０日から施行する。

(附則)　  この規程の改正は、平成２３年３月１日から施行する。

(附則)　  この規程の改正は、平成２4年4月１7日から施行する。

